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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載 

      しておりません。 

    ２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．第14期第３四半期連結累計（会計）期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄

化効果を有している潜在株式が存在しないため、また、第13期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金

額については、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。 

４. 当社グループは、平成22年11月25日開催の定時株主総会において、定款の一部変更を決議し、事業年度の

末日を８月31日から11月30日に変更いたしました。これにともない、第13期は平成22年９月１日から平成

22年11月30日の３ヶ月間となったため、四半期連結財務諸表を作成しておりません。このため、前第３四

半期連結累計（会計）期間は記載しておりません。  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第14期

第３四半期連結累計期間 
第14期

第３四半期連結会計期間 
第13期

会計期間 
自 平成22年12月１日
至 平成23年８月31日 

自 平成23年６月１日
至 平成23年８月31日 

自 平成22年９月１日
至 平成22年11月30日 

売上高（千円）  18,003,598  6,277,162  5,412,047

経常利益又は経常損失（△） 

（千円） 
 900,965  344,444  △297,972

四半期純利益又は当期純損失 

（△）（千円） 
 502,217  198,990  △244,414

純資産額（千円） －  4,443,474  4,162,326

総資産額（千円） －  6,484,872  5,932,629

１株当たり純資産額（円） －  32,204.20  29,288.34

１株当たり四半期純利益金額 

又は当期純損失金額（△）（円） 
 3,631.15  1,443.47  △1,686.89

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
－ －  －

自己資本比率（％） －  68.5  70.2

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 1,078,459 －  △569,079

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △507,265 －  △33,974

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 50,941 －  △496,994

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円） 
－  2,797,124  2,174,989

従業員数（人） －  940  928

2011/10/14 11:38:4011768377_第３四半期報告書_20111014113815

- 2 -



 当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。 

  

  

   当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。  

  

(1）連結会社の状況 

(注) 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数(パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含む。)は、当第３四

半期連結会計期間の平均人員を( )外数で記載しております。 

(2）提出会社の状況 

(注) 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数(パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含む。)は、当第３四

半期会計期間の平均人員を( )外数で記載しております。 

  

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成23年８月31日現在

従業員数（人） 940  (32)

  平成23年８月31日現在

従業員数（人） 934  (31)
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 前連結会計年度は決算期変更により、平成22年９月１日から平成22年11月30日までの３ヶ月間となっております。

このため、前年同四半期との対比は記載しておりません。 

  

(１) 仕入実績 

 当第３四半期連結会計期間の仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  (注) １. 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２. オートバイ駐車場事業における仕入実績は、駐車場に設置されるシェルター等にかかる仕入であり、必ずし

   も生産能力を表示すべき指標とはなっておりません。オートバイ駐車場事業は時間貸・月極駐車場の運営を

主たる業務としており、 売上高と関連性が見られる駐車能力(車室数)は次のとおりであります。  

  

(２) 受注状況 

 当社グループはオークション販売を行うことを主としておりますので、該当事項はありません。 

(３) 販売実績 

 当第３四半期連結会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  (注) 当第３四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績および当該販売実績に対する割合は次のとおりであ 

    ります。 

 (注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

セグメントの名称 
当第３四半期連結会計期間
(自 平成23年６月１日 
至 平成23年８月31日) 

中古オートバイ買取事業(千円)  2,603,780

オートバイ小売事業（千円）  136,797

オートバイ駐車場事業(千円)  －

合計(千円)  2,740,577

区分
当第３四半期連結会計期間
(自 平成23年６月１日 
至 平成23年８月31日) 

 駐車能力(車室数) 

時間貸駐車場(車室)  1,298

月極駐車場(車室)  761

合計(車室)  2,059

セグメントの名称 
当第３四半期連結会計期間
(自 平成23年６月１日 
至 平成23年８月31日) 

中古オートバイ買取事業(千円)  4,881,413

オートバイ小売事業(千円)  1,221,836

オートバイ駐車場事業(千円)  173,913

合計(千円)  6,277,162

相手先 

当第３四半期連結会計期間
（自 平成23年６月１日 
至 平成23年８月31日） 関連するセグメント名

金額（千円） 割合（％）

㈱ビーディーエス  2,889,792  46.0 中古オートバイ買取事業他 

㈱ジャパンバイクオークション  909,059  14.5 中古オートバイ買取事業他 
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 当第３四半期連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。  

  

  当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。 

    

（1）業績の状況 

当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、東日本大震災の影響による急激な落ち込みから、５月以

降、緩やかな回復に向かいつつあるものの、依然として景気の先行きについては不透明な状況が続いておりま

す。 

当社グループが属するオートバイ業界におきましては、国内におけるオートバイ保有台数が1,247万台（平成

22年３月末現在、出所：一般社団法人日本自動車工業会）といわれており全体として微減する傾向にあります。

しかし、比較的市場価値の高い原付二種以上のオートバイの保有台数は僅かながら増加しております。また、当

社グループの主たる販売先（出品先）である中古オートバイオークション市場においては、平成23年３月、４月

は相場が一時的に不安定に推移したものの、５月以降は季節トレンドに沿って上昇傾向がみられました。 

このような状況のもとで、当社グループは、「バイク王」をコアブランドとする中古オートバイ買取事業にお

いて、広告効果の課題抽出・改善検証や買取成約率の向上施策等を進めたものの、前年同期に比べ販売台数は減

少いたしました。 

一方で、上記のとおりオークション相場の動向もあり、平均売上単価（一台当たりの売上高）ならびに平均粗

利額（一台当たりの粗利額）は、前年同期を上回りました。 

その結果、売上高 千円（前年同期比2.6％増）、営業利益 千円（同21.2％増）、経常利益

千円（同23.1%増）、四半期純利益 千円（同135.5％増）となりました。 

なお、当社グループは、前連結会計年度（平成22年11月期）において事業年度の末日を８月31日から11月30日

に変更いたしました。このため、当第３四半期連結会計期間の経営成績に関する情報については、前年同期であ

る平成22年８月期第４四半期連結会計期間（平成22年６月１日から平成22年８月31日まで）を比較対象としてお

ります。 

セグメントの業績は次のとおりであります。 

＜中古オートバイ買取事業＞ 

中古オートバイ買取事業に関しては、上記のとおり、販売台数が前年同期に比べ減少し、平均売上単価ならび

に平均粗利額は前年同期を上回りました。また、店舗展開につきましては、前連結会計年度と同様に、一店舗当

たりの効率性の向上を優先しており、新規の出店は行っておりません。 

以上の結果、直営店舗数は100店舗、セグメント間消去前の売上高は 千円、経常利益は 千円

となりました。 

＜オートバイ小売事業＞ 

オートバイ小売事業に関しては、新ブランド「バイク王ダイレクトSHOP」を中心に、積極的な販売活動、小売

販売店のブランディング強化を実施するとともに、将来的な多店舗展開を視野に入れた店舗パッケージの検証を

進めております。 

以上の結果、直営店舗数は10店舗（小売販売店：９店舗、パーツ販売店：１店舗）、セグメント間消去前の売

上高は 千円、経常利益は 千円となりました。 

＜オートバイ駐車場事業＞ 

子会社「株式会社パーク王」にて展開するオートバイ駐車場事業において、引き続き採算性を重視した事業地

開発を実施することで、事業地開発と損益のバランスのとれた事業展開に努めてまいりました。その結果、 車

室を新規に開設するとともに、 車室を閉鎖しており、車室数は 車室となりました。 

以上の結果、セグメント間消去前の売上高は 千円、経常損失は 千円となりました。 

  

(2)キャッシュ・フローの状況 

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、第２四半期連結会

計期間末に比べ、 千円増加し、 千円となりました。 

当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況は、次のとおりであります。  

（営業活動によるキャッシュ・フロー）  

 当第３四半期連結会計期間において、営業活動の結果得られた資金は 千円となりました。これは主に、

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

6,277,162 344,628

344,444 198,990

5,525,445 209,714

1,229,929 135,480

115

47 2,059

174,092 750

151,076 2,797,124

323,471
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税金等調整前四半期純利益の計上344,389千円に加えて、減価償却費の計上74,265千円、固定資産臨時償却費

25,690千円、賞与引当金繰入額の計上22,188千円、持分法による投資損益の計上22,108千円の他、たな卸資産の

減少による資金の増加43,092千円があったものの、売上債権の増加による資金の減少 千円があったためで

あります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）  

 当第３四半期連結会計期間において、投資活動の結果使用した資金は 千円となりました。これは主に、

有形固定資産の取得による支出 千円および無形固定資産の取得による支出 千円があったためであり

ます。  

（財務活動によるキャッシュ・フロー）  

当第３四半期連結会計期間において、財務活動の結果使用した資金は 千円となりました。これは、リー

ス債務の返済による支出 千円および配当金の支払 千円があったためであります。 

  

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

（4）研究開発活動 

 当第３四半期連結会計期間において、該当事項はありません。 

216,726

80,470

40,176 24,942

91,924

14,826 77,097
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（1）主要な設備の状況 

 当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。  

  

（2）設備の新設、除却等の計画 

 当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除

却等について重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画は以下のとおり

です。 

  

＜提出会社＞  

①新設  

（注）１．上記投資予定金額には敷金・保証金を含んでおります。なお、投資予定金額の総額および既支払額には

消費税等は含まれておりません。 

２．バイク王ダイレクトSHOP大阪171号店の移転にともなう投資であります。 

  

②除却  

（注）既除却額は固定資産臨時償却費を計上したものであります。  

  

第３【設備の状況】

事業所名 所在地 
セグメント

名称 
設備の内容

投資予定金額 

（注）１ 資金調達

方法 

着手および完了 

予定年月 完成後の

増加能力総額 

（千円）

既支払額

（千円）
着手 完了 

バイク王 

ダイレクト

SHOP171号 

伊丹店 

兵庫県 

伊丹市 

オートバイ

小売事業 
小売販売店 11,800 － 自己資金

平成23年

10月 

平成23年

10月 
（注）２

事業所名 所在地 セグメント名称 設備の内容

除却予定金額 

除却予定時期
総額

（千円）
既除却額 
（千円） 

バイク王店舗 
（５店舗）  

神戸市中央区他 
中古オートバイ

買取事業  
買取販売店 6,336  6,063

平成23年
11月以降順次

バイク王ダイレクト
SHOP大阪171号店  

兵庫県尼崎市 オートバイ小売事業 小売販売店 20,648  19,626
平成23年
10月  
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

  

 会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

  平成22年11月25日定時株主総会決議 

（注）１．新株予約権１個当たりの目的となる株式数は１株であります。 

 ２．当社が株式分割（株式無償割当を含む）または株式併合を行う場合には、当該新株予約権に係る付与株式数

は株式分割または株式併合の比率に応じ比例的に調整いたします。また、当社が資本減少を行う場合等、当

該新株予約権に係る付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、資本の減少等の条件

等を勘案のうえ、合理的な範囲で当該新株予約権に係る付与株式数を調整します。なお、上記の調整の結果

生じる１株に満たない端株はこれを切り捨てるものといたします。 

 ３．当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未

満の端数は切り上げることとしております。 

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数(株) 

         普通株式  600,000

計  600,000

種類 
第３四半期会計期間 
末現在発行数(株) 

(平成23年８月31日) 

提出日現在発行数(株) 
 (平成23年10月12日) 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品 
  取引業協会名 

内容

普通株式   152,856  152,856
  東京証券取引所 

   (市場第二部) 

当社は単元株制度

は採用しておりま

せん。 

計  152,856  152,856 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

区分 
第３四半期会計期間末現在 

(平成23年８月31日) 

新株予約権の数 (個)  1,730

新株予約権のうち自己新株予約権の数 (個)  －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数 (株)    1,730

新株予約権の行使時の払込金額 (円)  24,675

新株予約権の行使期間 
平成24年12月１日から 

平成26年11月30日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額 (円) 

              発行価格    24,675 

              資本組入額   12,338 

新株予約権の行使の条件 (注)４ 

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)５  

代用払込みに関する事項  － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)６ 
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 また、時価を下回る価額で普通株式の発行または普通株式の自己株式の処分を行う場合には、次の算式に

より行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げることとしております。ただし、新株

予約権の行使の場合は、行使価額の調整は行いません。 

 上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する普通株式にかかる自己

株式数を控除した数とし、また、自己株式の処分を行う場合には「新規発行株式数」を「処分する自己株式

数」に読み替えるものといたします。さらに、当社が資本の減少を行う場合等、行使価額の調整を必要とす

るやむを得ない事由が生じたときは、資本の減少の条件等を勘案のうえ、合理的な範囲で行使価額は調整す

るものといたします。 

 ４．新株予約権の行使の条件 

 ⅰ  新株予約権はその一部を行使する事ができるものといたします。 

 ⅱ  新株予約権は、その割当を受けた時から権利行使時に至るまでの間、継続して当社または当社子会社 

      の取締役、監査役、従業員等の地位にあることを要します。ただし、任期満了による退任、定年退職そ 

      の他正当な理由があると取締役会が認めた場合はこの限りではありません。 

 ⅲ  新株予約権の相続はこれを認めません。 

ⅳ  権利行使にかかる払込金の一暦年間の合計額が１千２百万円を越えることはこれを認めません。 

 ５．譲渡による新株予約権の取得の制限 

 譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を要するものといたします。 

 ６．当社が合併(当社が合併により消滅する場合に限る。)、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転(以

上を総称して以下、「組織再編行為」という。)をする場合において、組織再編行為の効力発生の時点におい

て残存する新株予約権(以下、「残存新株予約権」という。)の新株予約権者に対し、それぞれの場合につ

き、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社(以下、「再編対象会社」という。)の新株

予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとします。 

 この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行するものといた

します。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を吸収合併契約、新設合併契

約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画に定めた場合に限るものといたしま

す。 

ⅰ 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

 組織再編行為の効力発生の時点において残存する新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の

数と同一の数をそれぞれ交付するものとします。 

ⅱ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

 再編対象会社の普通株式とします。 

ⅲ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

 組織再編行為の条件等を勘案の上、上記１および２に準じて決定いたします。 

ⅳ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

 交付される新株予約権の行使に際して出資される財産の額は、組織再編行為の条件等を勘案のうえ調

整した再編後払込金額に上記ⅲにしたがって決定される当該新株予約権の目的である株式の数を乗じて

得られる金額といたします。 

ⅴ 新株予約権を行使することができる期間 

 新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日

から、上記に定める新株予約権の行使期間の満了日までといたします。 

ⅵ 譲渡による新株予約権の取得の制限 

 譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要するものといたします。 

 ７．新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合にはこれを切り捨

てるものといたします。 

  

調整後 

行使価額 
＝ 

調整前 

行使価額 
× 

１ 

分割（または併合）の比率

        

既発行株式数＋ 

新規発行株式数 × １株当たり払込金額 

調整後 

行使価額 
＝ 

調整前 

行使価額 
× 

１株当たり時価 

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 
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   該当事項はありません。  

  

  

   該当事項はありません。  

  

  

  

 大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。  

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式
総数残高(株) 

資本金増減額
(千円) 

資本金残高
(千円) 

資本準備金 
増減額(千円) 

資本準備金
残高(千円) 

平成23年６月１日～ 

平成23年８月31日 
 －  152,856  －  585,650  －  605,272

（６）【大株主の状況】
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 当第３四半期会計期間末現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成23年５月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。 

  

 ①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

  

  

  

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 (注) 最高・最低株価は、東京証券取引所(市場第二部)におけるものであります。 

  

（７）【議決権の状況】

  平成23年５月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 －      －  － 

議決権制限株式（自己株式等） －      －      － 

議決権制限株式（その他） － －      － 

完全議決権株式（自己株式等）   普通株式   15,000      －      － 

完全議決権株式（その他）  普通株式  137,856  137,856      － 

単元未満株式          －       －      － 

発行済株式総数  152,856      － － 

総株主の議決権           －  137,856 － 

  平成23年５月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社アイケイ 

コーポレーション 

  東京都渋谷区広尾 

  一丁目１番39号 
 15,000  －  15,000  9.81

計 －  15,000  －  15,000  9.81

２【株価の推移】

月別 
平成22年 
12月 

平成23年 
１月 

２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月

最高(円)  24,800  22,850  21,940  22,150  22,000  22,400  20,870  23,300  22,940

最低(円)  23,370  20,810  20,300  14,990  20,000  20,500  19,800  20,300  18,700
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 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までの間における役員の新任及び退任はありま

せん。 

 なお、役員の役職の異動については次のとおりであります。 

  

 役職の異動 

  

  

  

３【役員の状況】

新役名  新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

代表取締役会長 

内部監査室・業務

サポート室・教育

研修室管掌 

代表取締役会長 － 石川 秋彦 平成23年３月１日

代表取締役社長 企画本部管掌 代表取締役社長 － 加藤 義博 平成23年３月１日

取締役副社長 営業本部管掌  取締役副社長  
営業本部・教育 

研修室管掌 
大谷 真樹  平成23年３月１日

取締役 管理本部管掌 取締役 総合管理本部管掌 山縣  俊 平成23年３月１日
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

（1）当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣 

     府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

  

（2）当社グループは、平成22年11月25日開催の定時株主総会において、定款の一部変更を決議し、事業年度の末日を 

   ８月31日から11月30日に変更いたしました。これに伴い、前連結会計年度は平成22年９月１日から平成22年11月 

   30日の３ヶ月間となったため、四半期連結財務諸表を作成しておりません。このため、前第３四半期連結会計期 

   間及び前第３四半期連結累計期間は記載しておりません。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間（平成23年６月１日から

平成23年８月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成22年12月１日から平成23年８月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表について有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 

  

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成23年８月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年11月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,797,124 2,174,989

売掛金 382,970 205,723

商品 1,024,301 1,061,226

貯蔵品 27,415 31,969

その他 399,108 831,372

貸倒引当金 △1,122 △1,442

流動資産合計 4,629,798 4,303,838

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 479,651 556,605

その他（純額） 291,841 274,477

有形固定資産合計 ※1  771,492 ※1  831,082

無形固定資産 183,814 152,615

投資その他の資産   

その他 899,767 650,785

貸倒引当金 － △5,691

投資その他の資産合計 899,767 645,093

固定資産合計 1,855,074 1,628,790

資産合計 6,484,872 5,932,629

負債の部   

流動負債   

買掛金 88,552 78,085

短期借入金 238,000 238,000

未払法人税等 232,524 9,645

賞与引当金 66,546 －

店舗閉鎖損失引当金 24,581 －

資産除去債務 17,798 －

その他 1,035,928 1,085,364

流動負債合計 1,703,931 1,411,095

固定負債   

資産除去債務 184,966 188,681

その他 152,500 170,526

固定負債合計 337,466 359,207

負債合計 2,041,397 1,770,302

2011/10/14 11:38:4011768377_第３四半期報告書_20111014113815

- 14 -



（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成23年８月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年11月30日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 585,650 585,650

資本剰余金 605,272 605,272

利益剰余金 3,644,429 3,267,559

自己株式 △395,810 △297,591

株主資本合計 4,439,542 4,160,890

評価・換算差額等   

為替換算調整勘定 － 1,363

評価・換算差額等合計 － 1,363

新株予約権 3,932 73

純資産合計 4,443,474 4,162,326

負債純資産合計 6,484,872 5,932,629
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年12月１日 
 至 平成23年８月31日) 

売上高 18,003,598

売上原価 8,158,153

売上総利益 9,845,445

販売費及び一般管理費 ※1  8,988,815

営業利益 856,629

営業外収益  

受取利息及び配当金 1,468

助成金収入 33,662

クレジット手数料収入 21,625

その他 33,897

営業外収益合計 90,654

営業外費用  

支払利息 8,642

持分法による投資損失 34,575

支払手数料 1,866

その他 1,233

営業外費用合計 46,318

経常利益 900,965

特別利益  

固定資産売却益 3,392

貸倒引当金戻入額 678

移転補償金 36,000

特別利益合計 40,071

特別損失  

固定資産売却損 199

固定資産除却損 6,787

減損損失 21,753

固定資産臨時償却費 48,193

店舗閉鎖損失引当金繰入額 24,581

その他 8,116

特別損失合計 109,631

税金等調整前四半期純利益 831,405

法人税、住民税及び事業税 218,987

法人税等調整額 110,200

法人税等合計 329,187

少数株主損益調整前四半期純利益 502,217

四半期純利益 502,217

2011/10/14 11:38:4011768377_第３四半期報告書_20111014113815

- 16 -



【第３四半期連結会計期間】 

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成23年６月１日 
 至 平成23年８月31日) 

売上高 6,277,162

売上原価 2,936,171

売上総利益 3,340,991

販売費及び一般管理費 ※1  2,996,362

営業利益 344,628

営業外収益  

受取利息及び配当金 274

クレジット手数料収入 8,984

その他 15,930

営業外収益合計 25,188

営業外費用  

支払利息 2,979

持分法による投資損失 22,108

その他 285

営業外費用合計 25,373

経常利益 344,444

特別利益  

固定資産売却益 1,636

移転補償金 24,000

特別利益合計 25,636

特別損失  

固定資産臨時償却費 25,690

特別損失合計 25,690

税金等調整前四半期純利益 344,389

法人税、住民税及び事業税 118,245

法人税等調整額 27,153

法人税等合計 145,399

少数株主損益調整前四半期純利益 198,990

四半期純利益 198,990
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年12月１日 
 至 平成23年８月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純利益 831,405

減価償却費 197,886

減損損失 21,753

貸倒引当金の増減額（△は減少） △6,011

賞与引当金の増減額（△は減少） 66,546

店舗閉鎖損失引当金の増減額（△は減少） 24,581

受取利息及び受取配当金 △1,468

支払利息 8,642

固定資産除却損 6,787

固定資産売却損益（△は益） △3,193

固定資産臨時償却費 48,193

持分法による投資損益（△は益） 34,575

売上債権の増減額（△は増加） △177,247

たな卸資産の増減額（△は増加） 41,478

仕入債務の増減額（△は減少） 10,466

その他 △14,576

小計 1,089,819

利息及び配当金の受取額 3,490

利息の支払額 △8,642

法人税等の支払額 △6,207

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,078,459

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産の取得による支出 △136,452

有形固定資産の売却による収入 4,096

無形固定資産の取得による支出 △83,612

投資有価証券の取得による支出 △268,800

関係会社貸付けによる支出 △2,500

関係会社貸付金の回収による収入 1,054

敷金及び保証金の差入による支出 △12,013

敷金及び保証金の回収による収入 17,419

その他 △26,457

投資活動によるキャッシュ・フロー △507,265

財務活動によるキャッシュ・フロー  

リース債務の返済による支出 △41,620

自己株式の取得による支出 △98,218

金銭の信託の増減額（△は増加） 317,110

配当金の支払額 △126,329

財務活動によるキャッシュ・フロー 50,941

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 622,135

現金及び現金同等物の期首残高 2,174,989

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  2,797,124
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   （追加情報） 

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  

当第３四半期連結累計期間 

（自 平成22年12月１日 

    至 平成23年８月31日） 

１.持分法の適用に関する事項の変更 

（1）持分法適用非連結子会社及び関連会社 

① 持分法適用関連会社の変更 

 当連結会計年度の第２四半期連結会計期間より、株式会社ジャパンバ

イクオークションの株式を新たに取得したため、持分法適用の範囲に含

めております。 

② 変更後の持分法適用非連結子会社及び関連会社の数 

持分法適用非連結子会社  １社 

持分法適用関連会社    １社  

当第３四半期連結累計期間 

(自 平成22年12月１日 至 平成23年８月31日) 

(店舗閉鎖損失引当金) 

 当連結会計年度の第２四半期連結会計期間より、将来の閉鎖が見込まれる物流拠点等について、今後発生が合理的

に見込まれる額を計上しております。 

 この結果、税金等調整前四半期純利益が24,581千円減少しております。 
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末 
（平成23年８月31日） 

前連結会計年度末 
（平成22年11月30日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、 千円

であります。 

1,227,680 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、 千円

であります。 

1,070,124

（四半期連結損益計算書関係）

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年12月１日 
至 平成23年８月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

広告宣伝費 2,665,644千円 

オークション費用 776,810  

給与手当 2,529,869  

賞与引当金繰入額 66,546  

賃借料 743,500  

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成23年６月１日 
至 平成23年８月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

広告宣伝費 908,365千円 

オークション費用 230,495  

給与手当 834,935  

賞与引当金繰入額 22,188  

賃借料 245,025  

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年12月１日 
至 平成23年８月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成23年８月31日現在） 

  

現金及び預金勘定 千円2,797,124

現金及び現金同等物 千円2,797,124
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当第３四半期連結会計期間末（平成23年８月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自 平成22年12月１日 至

平成23年８月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

普通株式     152,856株  

２．自己株式の種類及び株式数 

普通株式      15,000株   

３．新株予約権の四半期連結会計期間末残高  

ストック・オプションとしての新株予約権  親会社 千円  

（注）当四半期連結会計期間末において、権利行使期間の初日は到来しておりません。  

４．配当に関する事項  

(1)配当金支払額  

(2)基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間末後となるもの 

  該当事項はありません。  

  

５．株主資本の金額の著しい変動 

 当社は、平成22年10月４日開催の取締役会決議により、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用

される同法第156条の規定に基づき、自己株式の取得を実施いたしました。 

 この結果、当第３四半期連結累計期間において自己株式が98,218千円増加し、当第３四半期連結会計期間

末における自己株式は395,810千円となっております。  

  

（株主資本等関係）

3,932

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成23年２月24日 

定時株主総会 
普通株式  42,633 利益剰余金  300 平成22年11月30日 平成23年２月25日

平成23年７月７日 

取締役会  
普通株式  82,713 利益剰余金  600 平成23年５月31日 平成23年８月５日
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１．報告セグメントの概要  

   当第３四半期連結累計期間（自平成22年12月１日 至平成23年８月31日）および当第３四半期連結会計期間

（自平成23年６月１日 至平成23年８月31日） 

   当社グループの報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会

が、経営資源の配分の決定および業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。 

   当社グループは、オートバイを商材とし、顧客・サービス別にセグメントを位置づけ、業者向け、一般顧客

向け、駐車場ユーザー向けに国内および海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。 

   したがって、当社は、顧客・サービス別のセグメントから構成されており、「中古オートバイ買取事業」、

「オートバイ小売事業」および「オートバイ駐車場事業」の３つを報告セグメントにて明記しております。 

   「中古オートバイ買取事業」は、主にオートバイユーザーから中古オートバイを買い取り、オートバイオー

クションを介して業者または直接業者に対して販売しております。 

   「オートバイ小売事業」は、主に中古オートバイを、直営の小売販売店またはWEBを通じてオートバイユー

ザーに対して販売しております。 

   「オートバイ駐車場事業」は、主にオートバイおよび自動車の駐車場装置・駐車場設備機器の開発・製造・

販売、駐車場の管理等を行っております。 

  

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失の金額に関する情報 

   当第３四半期連結累計期間（自平成22年12月１日 至平成23年８月31日）          （単位：千円）

   （注）報告セグメントのセグメント利益又は損失（△）の合計金額は四半期連結損益計算書の経常利益と一致して

      おります。 

  

当第３四半期連結会計期間（自平成23年６月１日 至平成23年８月31日）           （単位：千円）

   （注）報告セグメントのセグメント利益又は損失（△）の合計金額は四半期連結損益計算書の経常利益と一致して

      おります。 

  

３.報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

  該当事項はありません。 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

  

  
中古オート 

バイ買取事業 

オートバイ 

小売事業 

オートバイ 

駐車場事業 
合計 調整額 

四半期連結損益

計算書計上額

（注） 

 売上高 

  外部顧客への売上高 

  セグメント間の内部売上 

  高又は振替高 

 

 

14,619,379

1,469,766

 

 

2,909,906

23,466

 

 

474,311

535

 

 

18,003,598

1,493,769

  

 

－

△1,493,769

 

  

18,003,598

－

計  16,089,145  2,933,373  474,847  19,497,367  △1,493,769  18,003,598

 セグメント利益又は損失

（△） 
 717,133  208,980  △25,147  900,965   －  900,965

  

  
中古オート 

バイ買取事業 

オートバイ 

小売事業 

オートバイ 

駐車場事業 
合計 調整額 

四半期連結損益

計算書計上額

（注） 

 売上高 

  外部顧客への売上高 

  セグメント間の内部売上 

  高又は振替高 

 

 

4,881,413

644,032

 

 

1,221,836

8,093

 

 

173,913

178

 

 

6,277,162

652,303

  

 

－

△652,303

 

  

6,277,162

－

計  5,525,445  1,229,929  174,092  6,929,466  △652,303  6,277,162

 セグメント利益又は損失

（△） 
 209,714  135,480  △750  344,444   －  344,444
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 （追加情報） 

 当社グループは、平成22年11月25日開催の定時株主総会において、定款の一部変更を決議し、事業年度の末日

を８月31日から11月30日に変更いたしました。これにより、前連結会計年度は平成22年９月１日から平成22年11

月30日の３ヶ月間となったため、前第３四半期連結累計期間及び前第３四半期連結会計期間の記載はしておりま

せん。 

  

  

１．１株当たり純資産額 

 （注） 算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

２．１株当たり四半期純利益金額 

 （注） 算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（１株当たり情報）

当第３四半期連結会計期間末 
（平成23年８月31日） 

前連結会計年度末 
（平成22年11月30日） 

１株当たり純資産額 32,204.20円 １株当たり純資産額 29,288.34円

  
当第３四半期連結会計期間末
（平成23年８月31日） 

前連結会計年度末
（平成22年11月30日） 

純資産の部の合計額（千円）  4,443,474  4,162,326

純資産の部の合計額から控除する金額（千円）  3,932  73

（うち新株予約権）  (3,932)  (73)

普通株式に係る四半期末（期末）の純資産額 

（千円） 
 4,439,542  4,162,253

普通株式の発行済株式数（株） 

  
 152,856  152,856

普通株式の自己株式数（株） 

  
 15,000  10,743

１株当たり純資産額の算定に用いられた四半期末

（期末）の普通株式の数（株） 
 137,856  142,113

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年12月１日 
至 平成23年８月31日） 

１株当たり四半期純利益金額 3,631.15円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。  

  
当第３四半期連結累計期間
（自 平成22年12月１日 
至 平成23年８月31日） 

四半期純利益（千円）  502,217

普通株主に帰属しない金額（千円）  －

普通株式に係る四半期純利益（千円）  502,217

期中平均株式数（株）  138,308

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要 

  

－  
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 （注） 算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 該当事項はありません。 

  

  

該当事項はありません。  

  

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成23年６月１日 
至 平成23年８月31日） 

１株当たり四半期純利益金額 1,443.47円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。  

  
当第３四半期連結会計期間
（自 平成23年６月１日 
至 平成23年８月31日） 

四半期純利益（千円）  198,990

普通株主に帰属しない金額（千円）  －

普通株式に係る四半期純利益（千円）  198,990

期中平均株式数（株）  137,856

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要 

  

－  

  

（重要な後発事象）

２【その他】
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 該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】

2011/10/14 11:38:4011768377_第３四半期報告書_20111014113815

- 25 -



  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成23年10月６日

株式会社アイケイコーポレーション 

取締役会 御中 

有限責任監査法人トーマツ 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 御子柴 顯  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 武井 雄次  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社アイ

ケイコーポレーションの平成２２年１２月１日から平成２３年１１月３０日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期

間（平成２３年６月１日から平成２３年８月３１日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成２２年１２月１日から平成

２３年８月３１日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半

期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社アイケイコーポレーション及び連結子会社の平成２３年８月

３１日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第

３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点におい

て認められなかった。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注） １.上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半

  期報告書提出会社）が別途保管しております。 

     ２.四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。 
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